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[研 究報告要旨 ]

本研究の目的 は、集合住宅の HOA(Honle owners Associatio■ :住宅所有者組

合、以下 HoAと 称す る)と 自治体 の関係性 を両者の責任領域の交錯 として捉

え、両者の「戦略的相互作用」 によるまちづ くりの実態 について、 日本 とアメ

リカの比較分析 によ り明 らかにす ることである。

最初 に、アメ リカにお ける HoAの 実態 と研究動向について検討 を行 つた。

HOAを 伴 う住宅は拡大 してお り、金人口の約 2割 が HoAを伴 う住宅に居住 し

てい ると推計 され る。HoAを 伴 う住宅は PuDと いう主 に戸建て住宅 と共有地・

施設が伴 う形態が多 く、中にはゲー トで囲まれたゲーテ ッドコ ミュニテ ィも存

在 す る。HoAに 関する研究 はその社会的影響 について検討す るもの と、HOAの
法的な位置づ けを検討す る研究 に大別され る。

続 いて、HoAを伴 う住宅開発 の背景にある官民の推進構造 についてカ リフォ

ルニ州の事例 を基 に検討 を行 った。提案 13号 によ り財政上の構造的制約 が課

された 自治体 は、新たな歳入源 とサービス供給責任の軽減 を期待 で きる HOAを
伴 う住宅開発 を推進 し、民間側 もよ り高密度 な開発 によ り廉価 で付加価値 の高

い住 宅 を供給で きると、両者 の思惑が一致 していたことを指摘 した。

日本で も分譲マ ンシ ョンは増加 し続 けてお り、国民の約 1割 はマ ンションに

居住 しているとされ る。 また持 ち家 に占め るマ ンションの割合 は東京 23区で

は 54.4%と 半数 を超 える。国や 自治体はマ ンションの管理不全 の防止 に向けた

取 り組み と既存 の地域 コ ミュニテ ィとの関係強化 に取 り組 んでい るが、 その背

景 には「迷惑施設」 として捉 える考 え方が根強い。

アメ リカでは HoAの 拡大 によ り自治体 の歳 出が減少す ることが確認 された

が、制度上の違 いの影響が少 ない 23区 の清掃事業 を事例 に検討 した ところ、同

様 の関係性が存在す る可能性 が確認 できた。 コロナ禍 によ り計画通 りの研究を

進め られ ることができなか ったが、今後 は日米 での更 なる比較事例研究 と、他

の要因 をコン トロール した 日本 の事例での実証研究を進めてい きたい。


